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上海自貿区臨港新エリアの外貨管理実施細則を公布、 

クロスボーダー貿易投資試行内容を明確化 
 

 

国家外貨管理局上海市分局は 2022 年 1 月 28 日、≪＜中国（上海）自由貿易試験区臨港新エリアのクロ

スボーダー貿易投資ハイレベル開放に向けた外貨管理改革試行実施細則＞印刷・公布に関する通知≫

（上海匯発[2022]4 号、以下、本実施細則）を公布・実施しました。 

 

国家外貨管理局は、年初、上海自貿区臨港新エリア・広東自貿区南沙新区エリア・海南自貿港洋浦経済

開発区・浙江省寧波市北侖区などの地域におけるクロスボーダー貿易投資ハイレベル開放試行の 13 措

置を発表しました※。本実施細則は、上海市分局が当該措置の上海自貿区臨港新エリア（以下、試行地

域）における具体的内容を規定したものです。 

 

本実施細則により、中小零細ハイテク企業を対象とした外債限度額利便化試行、多国籍企業向け人民

元・外貨一体型プーリング試行などの資本項目 9措置、優良企業向け経常項目資金の受払利便化などの

経常項目 4措置、および期中・事後の監督管理とリスク防止の強化が明確化されました。 

 

なお、本実施細則に添付されているオペレーションマニュアルの詳細は、以下のサイトをご参照ください。 

http://www.safe.gov.cn/shanghai/2022/0129/1715.html 

※ 詳細は、SMBC (CHINA) NEWS【2022】4 号ご参照。 

 

 

１.本実施細則の主な措置 

資本項目措置 

① 外債限度額の利便化試行（詳細は以下 2．ご参照） 

 試行地域の条件に合致する中小零細ハイテク企業は、一定の限度額内（最高 500 万米ドル相当）で

実際の経営ニーズに基づく自主的な外債借入が可能 

② 投資ファンドによるクロスボーダー投資試行 

 適格外国人有限責任組合（QFLP）による、持分・債権などの形式を通じた、外商投資参入特別管理

措置（ネガティブリスト）以外への国内での投資活動を許可（不動産企業などへの投資を除く） 

 適格国内有限責任組合（QDLP）による国家の政策・規定に合致する対外持分・債権投資を許可 

③ クロスボーダー資産譲渡業務の穏当な開放 

 試行地域の銀行・代理機関による規定に基づく銀行の不良債権・トレードファイナンスなどの与信

資産業務の対外譲渡を許可 

④ 多国籍企業人民元・外貨一体型プーリング業務試行の実施（詳細は以下 3．ご参照） 

 多国籍企業は、自社の経営および管理ニーズに基づき、国内外の人民元・外貨資金の集中運用管理、

資金の集約および余剰・不足の調整、経常項目資金集中受払・ネッティングなどの業務を実施 
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⑤ 外商投資企業の国内再投資の登記免除※ 

 現行の外商投資参入特別管理措置（ネガティブリスト）に違反しておらず、かつ国内の投資プロジ

ェクトが真実でコンプライアンスに準拠しているという前提で、外商投資企業（外商投資不動産企

業を除く）が試行地域において国内持分再投資を行う場合、被投資企業または持分譲渡者は、国内

再投資受入登記が不要 

⑥ 一部資本項目外貨業務登記の銀行での実施※ 

 試行地域内の条件に合致する非金融企業（不動産企業・地方政府融資プラットフォーム・ファイナ

ンスリース会社・融資性担保会社・商業ファクタリング会社などを除く）の対外貸付・外債・クロ

スボーダー担保・国外上場・従業員向けストックオプション・国外ヘッジなどの外貨業務の登記は、

上海市分局の管轄内の銀行が直接取扱可能 

⑦ 資本項目収入の使用範囲の拡大 

 試行地域の非金融企業（不動産企業および地方政府融資プラットフォームを除く、以下同様）の資

本項目収入（外商投資直接投資に係る資本金・外債資金・国外上場による調達資金などを含む）は、

原則、経営範囲内で真実に自ら使用 

 直接または間接的な企業の経営範囲外または国家の法律・法規の禁止する支出のための使用不可、

直接または間接的な証券投資のための使用不可、直接または間接的な非自社用不動産の建設・購入

または不動産企業・地方政府融資プラットフォームへの投融資提供のための使用不可 

 資本項目－人民元転支払待機口座の管理要求を取り消し、試行地域の非金融企業の国内再投資金受

取以外の資本項目外貨収入の任意人民元転代り金は、同名義の人民元口座に直接振替が可能 

⑧ クロスボーダー投融資における通貨一致要求の適度な緩和 

 試行地域の非金融企業の外債・クロスボーダー担保・対外貸付・直接投資などの業務のクロスボー

ダー流出入通貨一致の制限を適度に緩和し、合理的なニーズのある場合、契約締結・流入・流出の

各段階における通貨の自主的な選択を許可 

 クロスボーダー投融資における人民元使用を奨励 

⑨ 対外貸付上限の適度な引き上げ 

 試行地域の非金融企業の対外貸付規模の上限を純資産×0.5 から純資産×0.8 に引き上げ 

経常項目措置 

① 優良企業の経常項目資金受払の利便化 

 条件に合致する試行銀行は、顧客からの指示に基づき、試行地域内に登録する優良企業のために経

常項目関連外貨業務を取扱可能 

② 銀行による新型国際貿易決済の最適化を支持 

 試行銀行は、試行地域の企業の真実かつコンプライアンスに準拠した新型国際貿易に係る外貨受払

業務（越境 EC・保税メンテナンス・新型オフショア国際貿易など）を自主的に取扱可能 

③ 貿易受払のネッティング企業範囲の秩序立った拡大 

 試行地域の企業が国外の取引相手と経常項目外貨業務を行う場合、試行銀行は、当該企業のために

ネッティングを取り扱い、併せて国際収支申告の関連規定に基づき実際の受払データおよび復元デ

ータの申告を実施可能 

④ 貨物貿易特殊外貨返金の登記免除 

 試行銀行は、試行地域の企業のために返金日と元の受取/支払日の間隔が 180 日（180 日を含まない）

以上または特殊な事情で元のルートで返金することができない貨物貿易返金業務を直接取扱可能、

当該企業は、外管局での事前登記不要 
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期中・事後監督管理およびリスク防止コントロール 

 外管局は、法に基づき試行企業・銀行などの金融機関に対して監督管理を行い、各種外貨業務・モニ

タリングシステムにより、統計モニタリング分析・オフサイト検査・オンサイト検査などの方式を総

合的に運用して、期中・事後監督管理を強化 

 試行企業・銀行などの金融機関は、業務の真実性・コンプライアンス性に関わる文書・エビデンス（電

子エビデンスを含む）などを検査に備えて 5年間保管（別の規定がある場合を除く） 

※ 外管局の資本項目情報システムのアップデート完了後に実施 

２.外債限度額の利便化試行 

試行内容 

 登録地が試行地域で、独自の知的財産権を有し、技術・工程が先進的で市場の見通し

が良好な純資産の規模が比較的小さい、条件に合致する試行企業は、実需原則に基づ

き、一定の限度額内（最高で 500 万米ドル相当）で外債借入が可能 

試行企業 

 試行地域に登録、かつ実際の経営業務活動がある非金融企業（不動産企業企業・政府

融資プラットフォーム・ファイナンスリース会社・融資性担保会社・商業ファクタリ

ング会社などを除く） 

 ≪ハイテク企業認定管理弁法≫（国科発火[2016]32 号）の認定条件に合致、かつ関連

部門から認証資格を取得 

 貨物貿易外貨受払名簿内の企業の場合、貨物貿易分類結果が A類 

 直近 2年に外貨規定違反の行政処罰記録がない（設立 2年未満の場合、設立日以降） 

その他 

 試行企業は、外管局上海市分局において本利便化政策に基づき外債契約締結登記の手

続きが必要 

 外債利便化の批准取得後、一年以内に外債を実行していない場合、外管局はその外債

利便化の限度額を零に調整 

 外債利便化の批准を受けた試行企業は、「全口径クロスボーダー融資マクロプルーデ

ンス管理モデル」または「投注差管理モデル」による外債借入は不可 

 試行企業の外債資金は、直接または間接的な企業の経営範囲外または国家の法律・法

規の禁止する支出のための使用不可、直接または間接的な証券投資のための使用不

可、直接または間接的な非自社用不動産の建設・購入または不動産企業・地方政府融

資プラットフォームへの投融資提供のための使用不可 

 借入済みで未返済の外債残高は当該試行の限度額を占用 

 

３.多国籍企業による人民元・外貨一体型プーリング業務試行 

業務内容 
 多国籍企業の経営・管理ニーズに基づく、国内外の人民元・外貨資金の集中運用管理、

資金の集約および余剰・不足の調整、経常項目資金集中受払・ネッティングなど 

業務主体 

 主幹企業 

多国籍企業から授権されて、主体業務の備案、実施、データ送信・報告、状況のフィ

ードバックなどの職責を履行する独立法人資格を有する国内の一社 

 メンバー企業 

多国籍企業内部で相互に直接または間接的に持分を保有している、独立法人資格を有す

る国内外の各会社（分公司および主幹企業との直接または間接的な持分関係はないが同

一の母社に持分支配されている兄弟会社も可） 
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メンバー企業 

の条件 

 国内メンバー企業 

・ 前年度の営業収入の合計が 100 億元を下回らない 

・ かつ前年度の人民元・外貨の国際受払規模の合計が 70 億元を下回らない 

・ 直近 2年のクロスボーダー業務の実施過程で重大な法律・規定違反行為がない※1 

・ 貨物貿易外貨受払名簿内の企業の場合、貨物貿易分類結果が A 類、かつ輸出貨物貿

易人民元決済企業重点監督管理リストに列挙されていない※1 

 国外メンバー企業 

・ 前年度の営業収入の合計が 20 億元相当を下回らない 

・ ≪国外投資対象のさらなる指導および規範化に関する指導意見≫（国弁発[2017]74

号）の制限類・禁止類の国外投資企業でない 

 共通事項 

国際連合安全保障理事会の制裁決議に違反する状況がない※1 

限度額管理 

 外管局は、双方向マクロプルーデンス管理を実行 

 クロスボーダーネット流入額は備案済の外債集中限度額、同ネット流出額は備案済の

対外貸付集中限度額を超過不可 

＜外債集中限度額＞ 

純資産※2×クロスボーダー融資レバレッジ率（2）×マクロプルーデンス調節係数（1）

＜対外貸付集中限度額＞ 

純資産※2×対外貸付レバレッジ率（0.8）×マクロプルーデンス調節係数（1） 
 

その他 

 金融機関（財務公司が主幹企業となる場合を除く）・地方政府融資プラットフォーム・

不動産企業は、主幹/メンバー企業として当該業務への参加不可 

 財務公司が主幹企業の場合、外債・対外貸付の限度額集中への参加不可 

 外債・対外貸付の限度額集中に参加するメンバー企業は、関連業務を自らで取り扱う

ことはできない 

※1経常項目資金集中受払およびネッティング業務のみを行う場合の条件 

※2プーリングに計上すべき純資産=Σ（主幹企業および集中に参加する国内メンバー企業の前年度末の監査済の純資産） 

 

 

以 上 
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